








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































年 イ　　　ン　　　ド イ　ギ　リ　ス アメリカ合衆国
1929－30
1932－33
1935－36
4．5
2．7
3．4
4．2
2．4
3．4
4．8
1．3
2．6
と言うものでもなかった。
　1936年以来回復の兆しは次第にあらわれてきたが未だ充分とは言いえなかった。
　＠　運賃及び運賃政策
　（a）運賃政策の変革　　　19世紀におけるインド鉄道の運賃政策はあまりにも高い賃
率と外国貿易優先の差別扱いにより著しく妥当性を欠いていた。従ってインド鉄道の運賃
政策はインド自体の産業の発展を促進するよりむしろこれを阻害し，　ミあまりにも諸貿易
港に送られる原材料に対する有利な賃率に帰着していた》のであり，しかも此の政策は基
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳
本的には1914年まで全く変更されなかったのである。
　20世紀に入るや此の様な運賃政策に対する基本的な検討が試みられはじめ，特に貨物賃
率に対する統一簡易化の動きが強くなった。1900年，インド鉄道同盟組合（lndian　Railw
ayConference　Association）は水運と鉄道との競争による運賃変動も考慮して統一的な
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑤②
貨物等級表を作製するため先づ貨物等級委員会（Goods　Classification　Committee）
を任命し，更に1905年，同組合は，インド最初の賃率委員会である賃率統一委員会（Tariff
Simplification　Committee）を任命した。　（1910年之は貨物等級委員会に吸収された。）
之等の委員会は1910年に貨物等級運賃を制定したが，全面的には鉄道局の認可するところ
とならず，1911年半に修正を加え，1915年に至って漸く改正等級賃率表は認可された。之
により約6，000の品目につき賃率を減じたと言われるがその賃率表は次の如くである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　團
　　　　　　　　　　　　　　貨物賃率表『　マウンドマイル当りパイ
1915年以前
i［
1915年改正
等副最韻率 最簾率1陪副鵬賃率 最低賃率
特　　級
1
2
3
4
5
0．333
0．333
0．500
0．666
0。833
1．000
0．100
0．166
　1
　2
　3
　4
　5
特　　級
（危険貨物等）
0．333
0．500
0．666
0．833
1．000
1．500
｝
て
∫
0．100
0．166
しかし乍ら此の様な改正にも拘らず，第一次大戦による鉄道施設の荒廃と物価の騰貴は
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著しく鉄道の営業支出を増大せしめ，又復興のための資金の調達として再び運賃値上げが
必要となった。1922年，アクワース委員会は鉄道の経営状態改善のために運賃の引上げを
勧告し，又民間鉄道会社も値上げを要請して次の如き引上げ案を提示した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（鉛
　1　最高賃率（maximum　rate）を距離に依り変化させる伸縮性のあるものとし，等
　　級の数を増すこと。
　2　等級の数はそのま～で賃率のみを引上げる。
　3　：最高賃率を引上げ又等級も増加せしめる。
　このうち第3の形が最善と考えられ，鉄道局も事情を考慮して引上げを認可した。新等
級表は1922年に作製せられ五等級から十等級に増加された。新等級表は次の如くである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲
　　1922年改正貨物賃率表マウンドマイル当りパイ
等副最高賃率障低賃剰募鷺趨
1
2
3
4
5
6
了
8
9
10
0．38
0．42
0．58
0．62
0．77
0．83
0．96
1．04
1．25
1．87
／o，10。
∫
／∫
1級の＋15％
〃　　　25％
2級の＋15％
〃　　　25％
3級の＋15％
〃　　　25％
4級の＋15％
ク　　　25％
5級の＋25％
特級の＋25％
旅客賃率野人マイル当りパイ
等副1913－141922－231増力ロ率％
1
2
中　等
3
14．48
6．60
3．14
2．29
24．33
11．73
5．42
3．53
68
77
70
54
（第九表参照）又道路交通との競争は漸く激しくなり，
上げた。政府は収入の改善を測るためミッチェルカークネス委員会（Mitchellkirkness
Committee）やウェッヂウッド委員会を任命して調査にあたらせたが，之等の委員会の勧
告に従い収入における幾分の改善をみたが，それと共に前の賃率改正に対する公衆の非難
　此の様な賃率改正に対し公衆は，
その引上げを激しく非難し，鉄道運
賃審判所（Railway　Rate　Tribu．
nal）の設定を強く要求し，アクワ
ース委員会も之を勧告したが政府の
回る、ところとならなかった。
　一般公衆の間に強い不満があった
にも拘らず，1922年から23年の間に
旅客運賃も次の如く大巾に引上げら
れた。
　運賃引上げの理由はもとより収益
の増加を目的としたが，しかし旅客
運賃において，旅客の95％以上をし
める三等の運賃を次の如く引上げた
ことは大きな誤りであった。これに
　　　　　　　　　　　倒
より三等旅客の需要は減少し，従っ
て収益も運賃増加の割には増大しな
かった。　（第十表参照）
　1930年における大不況は，インド
鉄道の収益を急速に減少せしめた。
　一一部の鉄道会社は短距離運賃を引
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も考慮して，1936年再び等級表を次の如く改正した。
闘
1936年改正貨物鉄道賃率表
　　　マウンドマイル当りパイ
三階騙二障低騨
1
2
2A
2B
2C
3
4
4A
4B
5
6
6A
7
8
9
10
0。38
0。42
0．46
0。50
0．54
0．58
0。62
0。67
0．72
0。77
0．83
0．89
0．96
1．04
1．25
1．87
／…。
∫
0．166
格から輸出貨物に著しく安い運賃を課し，
在し，此の結果国内産業の発展が思う様に促進せられなかったという不合理性をもってい
た。鉄道賃率の之等の不合理性を是正し，妥当性を持たしめるために何等かの機関が設置
され，賃率設定機関に諮問する事は早くから望まれていた。
　1921年，アクワース委員会は運賃の適正を保持するために独立した司法権をもつ鉄道運
賃審…判所（Railway　Rate　Tribunal）の設置を勧告したが，政府は独立した審判所を設
置することは鉄道財政を破壊する恐れがあるとしてこれを受容れなかった。しかし乍ら19
23年，インチケープ委員会は斯る恐れは全く正当なものでなく早急に運賃に関する審議機
関を設置することを勧告し，漸く政府は1926年，運賃審判所の如く司法権を持たない一種
の運賃に関する苦情処理機関とも言うべき鉄道運賃諮問委員会（Railway　Rates　Ad・
visory　Committee）を設立した。此の委員会は委員長と産業界の代表と鉄道側の代表と
の三人の委員から構成されていた。鉄道運賃諮問委員会の職能は次の如くである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　劔
　1　1890年鉄道法の第四十二条第二項における不当優先（Undue　Preference）に関す
　　る苦情処理
　新しい等級賃率表は十六等級となりより整備さ
れたものとなったが，しかし等級の改正にも拘ら
ずそれ程収益は増大しなかった。
　貨物運賃にしろ旅客運賃にしろ幾度かの改正を
行い鉄道収益の増大を測らんとしたが，結局は何
れも鉄道収益をそれ程増大せしめるに至らず此の
点インドの鉄道賃率政策は根本的に先見の明を欠
いていたと言い得よう。
　（b）鉄道運賃諮問委員会　　　鉄道の運賃は
鉄道のもつ公共性からみて正当かつ公平なもので
あるべきは言うを待たない。若し運賃がその様な
妥当性を欠くならば，運賃は国内産業の発展を助
長するよりはむしろ阻害するものとなるのであ
り，又利用者たる公衆は，運賃の不合理性や高す
ぎる賃率に対する苦情を訴えうる機関が設定され
る事を望むであろう。此の点インド鉄道における
運賃は必ずしも正当かつ公平であったとは言い得
ず，特に貨物運賃においては植民地鉄道という性
　一般国内貨物は高すぎる賃率を課す不合理が存
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　2　同法第四十六条における終端に関する検討及苦情処理
　3　輸送中の貨物殿損並びに他の貨物に与えた損害に関する問題
　4　運賃を伴う荷造条件に関する苦情処理
　5　鉄道会社が同法第四十二条三項による正当なる設備を設定する義務不履行に関する
　　苦情処理
　苦情の申立がある時は，以上の如き問題につき調査と報告書を作製することが委員会の
役目であり，申立を選定するため苦情申立には100ルピーの供託金を必要としたが，1927
年之はあまりに荷主側の負担であるとして10ルピーに減ぜられた。
　此の様にして設定された鉄道運賃諮問委員会も充分な活動を行うに至らずその存在は鉄
道局ですら有効なものと考えていなかった程であった。そのため公衆は大なる不満を持ち
有効苦情処理すら充分行い得ない運賃諮問委員会よりも独立した司法権をもつより強力な
運賃審判所の設置要望した。運賃諮問委員会の設定は，その目的自体一一歩前進であったろ
　　　　　　　　　　　　（3③
うが，その実体は殆んどインド鉄道に貢献することなく，サニヤールも指摘するごとく委
員会の設定は後の運賃審判所設定の要望を強めただけであった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲
註（1）Srinivasaraghavan，　T．；Amodern　Economic　History　of　Englan4　and　India，　Part
　　　Two，　India，1955，　P．529．
　　（2）1936年ビルマの分離により約1800哩の鉄道が移譲された。之にはその建設分を含んでいる。
　　（3）此の表は
　　　Sanyal，　Nalinaksha；Development　of　Indian　Railways，1930，　P．263，　P．376．
　　　Ans七ey，　Vera；The　Econmic　Development　of　India，1957，　P．614から作製した。
　　（4）　Sanya1，］N．；oP．cit，　P．263．
　（5）　Sanyal，　N．；oP．cit，　p．265．
　（6）Srivastava，亀K．；Transport　Development　of　India，1956，　P．21．
　　（7）　Sanyal，　N．；op．　cit．，　p．　264．
　　（8）Sanya1，　N．；op　cit．，　P．157．
　（9）　Sanyal，　N．；op．cit．，　p．231．
　　q①　Sanyal，：N・；oP・cit．，　P・263・　Anstey，　V．；oP．citりP．614から作製
　（1］）　Sanyal，　N．，op．　citりp．252．
　（12｝拙稿前掲書121頁。
　　　Anstey，　V．；op．　cit．，　p．133．　Sanyal．　N；op．　citりp．189．
　　　Srivastava，　S．　K．；op．　cit．，　pp．66－67．
　（1紛　Allstey，　V．；op　cit．，　P．139．
　（1の　Anstey，　V．；oP．　citりP．139．
　（15）　Srinivasaraghavan，　T．；oP．　cit．，　P．531．
　（1㊦　Sanyal，：N・；oP・cit・，　PP．223－225・　Anstey，▽．；oP．　ci㍍；P．136，
　　qの1952年には34，123哩の5ち776哩を除く全鉄道は国営となった。
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　　Srinivasaraghavan，　T．；op．　cit．，　p．534・．
（18）　Srivastava，　S．　K．；oP．cit．，　PP．67－68．
　　Srivastava，　S　Kr；op．　cit．，　pp．68－69．
⑫0）以上の如き鉄道局の強化と共に行政機構の能率をより敦善するために此の期間に次の様な委員
　　会を設けた。
　（a）常任財務委員会　（Standing　Finance　Committee）
　（b）中央諮問評議会　（Central　Aivisory　Council）
　（c）地方諮問委員会　（Local　Advisory　Committee）
　（d）常任旅客輸送改善委員会　（Standing　Passenger　Amenities　Committee）
　（e）鉄道利用者協議会　（Railway　User，s　Consultative　Colnmittee）
｛鋤　　Srivastava，　S．　K．；op．　cit，　pp．52－54．　Sanyal，　N．；op．　cit．，　p。244．
励　Anstey，　V．；op．　cit．　p．615．．
㈱　Srivastava，　S．　K．；op．　cit，　p．55．
（24）　Srivastava，　S．　K。；op．　cit．，　p．56．
㈲　Srivastava　S．　K；oP．　cit．，　P．25．　Srivastavaは同頁において1931年Inchcape委員
　　会が任命されたとしているのは誤りであろう。
2⑤　Srivastava，　S，　K．；op。　cit．，　p．26．
〔2の　Srivastava，　S．　K：．；op．　oit，　p．27．
㈱　Ramanadham，　V．　VL；Indian　Railway　Finance，1956．　P．17g　table　75・　ク戸アー
　　（crore）は千万の単位
㈲　　RamanadhamL，　V，　V．；oP．　cit．．　P．1了6　table了2．
（3①　Srinivasaraghavan，　T．；op．　cit．，　p．536．
㈹　Gadgi1，　D．　R．；The　Industrial　Evolution　of　India　in　Recent　Tim6s，1933，鈴木正四
　　訳，近世インド産業発達史，昭利8年，191頁・
鋤　Bolnbay　Bafoda　and　Central　India鉄道は水運との競争においてblock　rateを摘用し
　　た。Srivastava，　S．　K：．；oP．　cit”P．84．　Sanyal，：N．；oP・cit・，　P・260・
團　1915年以前の賃率表はSanyal，：N．；op．　ciち，　p．183．1915年の賃率表はSrivastava，　S．　K；
　　op．　cit．，　p．85．　　Sanyal，　N．；op．　cit．，　p。259。
　　此の表におけるマウンド（m・und）は重量単位八0英ポンドゾ・・f（pi・）はアンナ（anna）
　　の12分1、アンナはルピー（rupee）の16分の1
図　　Srivastava，　S．　K．；op．　cit。，　p．85．
闘　Sanyal，　N．；op．　cit．，．p．259．
⑱④　Sanyal，　N．；op．　cit．，　p．260．
　　筒旅客のうち3等旅客のしめる割合は次の如くである。
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三等旅客の割合
（　年
P00万人）｝1900－1
旅客総数
三等旅客
割合　％
176
153
88。0
1913－14
1925－26　　1930－31
1929－30　　1934－35
の平均　　の平均
　　1
45了 P616
410　　　589
89。7　　　　　95。6
514
495
96。3
1935－36
483
467
96．7
1936－37
4了9
473
98。了
193了一38
521
506
97。1
1938－39
530
514
96。9
　　　Anstey，　V．；oP．　cit．，　P．614・
（3？）　Srivastava，　S。：K．；oP．　cit．，　P．87・
138》　Sanya1，　N．；oP．　cit．，　PP．333～34・．
㈲　運賃審判所は1949年に至り漸く設置され長年の懸案が解決された。
⑳　Sanya1，　N．；op．cit．，　P．336．
四　インド鉄道における諸問題
　今世紀前半におけるインド鉄道は，19世紀における混乱した政策から次第に統一的な政
策に転換して行ったと言いうるであろう。しかし之等の政策の確立も決して円滑に行われ
たわけでなく既述の如くその過程は多くの困難を伴ったものであった。
　此の期間におけるインド鉄道の最大の問題の一つは先づ国有国営化の決定であった。既
述の如く1925年，インド鉄道は主要鉄道の完全なる国有国営化に踏切ったが，それは次の如
き理由をもって行なわれた。その一つはインド鉄道は19世紀における建設政策の不統一に
より様々な所有並びに経営の形態を有しそれが余りにも＝複雑であり，之が統一はインド鉄
道の急務でありインド政府自体もその非能率を認めていた。第二には19世紀においてとら
れてきたインド植民地政府の政策は，あまりにもインド自体の利益を無視し・インド民衆
やインドの国内産業の発展に力を注がず，鉄道政策においても輸出貨物優先の政策をとり
・インド人を保護するためにミ建設されたという鉄道が1896年や1899年の災害においてそ
の目的を達し得なかった状態であった。此の様な植民：地政策の失敗は，英国支配に対する大
なる反対運動を惹き起しインド中心主義を促進せしめたが斯る運動によりインド民衆は・
インド以外に居住する会社がインド以外の利葺を目的として鉄道を経営するよりは・イン
ドの国家自体により鉄道の所有経営を行わしめインド民衆の利益のための運営を望んだこ
とにある。第三は，今世紀に入ってインド鉄道ははじめての収益を得，以後順調にその収
益が伸びて行った事が鉄道経営を国家が行うことにより大なる欠損を豪ることを恐れてい
た政府の考えを是正したことである。
　この様な理由をもって国有国営化へその政策を統一せしめたのであり，たとえ急激な国
有化が行われず漸進的な過程をたどったとは言え，混乱せるインド鉄道を統一の方向に向
かわしめたことはインド自体にとっても又インド鉄道にとっても大なる利益であった。
　第二の問題は，インド鉄道財政の一般財政よりの分離である，此の鉄道財政分離政策は
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20世紀初期においてとられた財政政策のなかでもっとも価値あるものであったと言われて
いる。分離以前のインドの鉄道財政はすべて一般財政に依存し一一般財政の一部であったた
め鉄道政策も一一年毎に決定せられ，しかもその政策も一般財政の状態により度々変更せら
れがちであった。従って建設的かつ恒久的な政策を行うために長期的な鉄道財政政策が望
まれていたが一般財政との分離によりはじめてこれが可能となり，しかも一般財政は年々
鉄道収益よりの納入金をうけ，て分離したことは一般財政にとっても鉄道にとっても利益
となったと言うるであろう。しかし，毎年の一般財政への納入は鉄道経営の不振の時期に
おいて鉄道にとって大なる負担となり，此の点鉄道はその不足を準備基金により補ったが
必ずしも利益のみをもらしたとは言い得ないのである。
　第三の問題は運賃政策についてである。そもそもインドにおける鉄道建設の目的は，表面
的にはインド産業の発展と民衆の利益のためにと言うことであったが，その実支配国たる英
本国の利益を第一とする典型的な植民地鉄道の性格をもっていた。斯る政策はその運賃政
策において最：も明瞭に現われた。インドの鉄道運賃は当初より，距離比例運賃の採用と冷間
運賃による著しく高いものであったが，国内流通貨物に斯る高運賃を適用したにも拘らず，
　（1）
一部の貨物については低運賃を適用するという差別政策を行った。即ち，インド綿の港へ
の輸送を出来るだけ低廉にするために，之に低運賃を適用する事が強く望まれ，此の事は，
ヨーロッパ市場におけるアメリカ綿との競争が激化すると共に更に強化され，又インド小
麦をヨーロッパ市場へ低廉な価格で供給するために運賃低廉化が強く望まれた。此の様な
要望に対し，主要鉄道会社は之等輸出入商品に対し，極めて低い運賃を課し，国内流通商品
に対しては既述の高運賃を適用するという政策を行ったのである。此の様な政策は明かに
支配国の利益を第一と考え，インド自体の利益は第二義的なものとしていたと言い得よう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19世紀における斯る運賃政策は，20世紀に入
　　第十二表　各国平均鉄道賃率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　りインド自立主義の窓頭と共に当然非難の的
　　　　1935単位サンチーム
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　となった。植民：地政府も今世紀に入ってイン
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ドの工業化政策を施行するにあたり，斯る運
賃政策はインドの産業の発達を著しく阻害す
ることを認め，之を改善する政策へと転換し
た。20世紀における運賃の改善は此の様な目
的のもとに行われたと言っても良く，次第に
低運賃と不当な差別の廃止へと向い1930年代
に至り運賃体系は一応の態形を整えたが，し
かし，第十二表の如くカナダ，米国，日本等に
　　　　　（2）　　　　　　　・
比して決して低廉な運賃であるとは言い得な
かった。アンステイも指摘する様に，インド
　　　　　　　　　　　　　　　（3）
鉄道の運送する貨物が多くは嵩高品で低廉な
190
るものであるところがら，より低廉な運賃で運営を行って居たならば鉄道需要はより増加
し，その収益もより増大したであろうが，此の点度々の運賃改正を行い乍らも思い切った
低運賃政策をとり得なかったことは，その政策が必ずしも妥当なものでなかったと言い得
よう。
註｛1）　Sanyal，　N．；op．　cit．，　p．100．
　　　拙稿同掲書114頁、124頁参照
　　（2）　Srinivasaraghavan，　T．；oP．　cit．，　P．536．
　　　サンチーム（Centime）は100分の1フラン
　　（3）Anstey，　V．；oP．　cit．，　P．143．
五　　結 語
　1900年より第二次世界大戦までのインド鉄道は，既に述べたごとくその所有並びに経営
において，財政組織において，又運賃政策において大きな変革を遂げたと言い得るであろ
う。斯るインド鉄道の近代化は此の期間における植民：地政府の新経済政策たる鉄鋼業等の
大規模産業発展を意図する工業化政策の促進に大なる助力を与え，又インド民衆にも多大
の利益をもたらした言いうる。
　しかし乍ら斯る変革にも拘らず，依然として多くの問題が残されていた。19世紀以来持続
せられている軌巾統一の問題や旅客の大部分をしめる三等旅客に対するサービスの改善，
更に此の期間において新しく生じてきた道路交通との競争の激化等，度々の努力にもか＼
わらず何等の改善も行われず持続せられることとなった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上
